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平成 27年 4月 28日  

各 位 

会 社 名    神奈川中央交通株式会社  

代表者名     取締役社長 三澤  憲一   

           （コード番号 9081 東証第１部） 

問合せ先    総 務 部 長  下 島  功   

（TEL 0463－22－8800） 

 

 

「神奈中グループ中期経営計画（２０１５年度～２０１７年度）」の策定について 

 

 

 当社では、このたび 「神奈中グループ中期経営計画 （２０１５年度～２０１７年度）」 を策定いたしました

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．前中期経営計画の振り返り 

２０１４年度を最終年度とする 「神奈中グループ中期経営計画 （２０１２年度～２０１４年度）」 では、

事業環境の変化に適応するために自らが 「変革」 し、新たな価値の創造や企業価値の向上に向け

て 「挑戦」 し続けることを基本方針とし、その実現に向けて取り組んでまいりました。 

この結果、売上高につきましては、中期経営計画で掲げた施策の実施などにより、一般旅客自動

車運送事業における乗合業や自動車販売事業などにおいて計画数値を上回りましたが、レジャー・

スポーツ事業における遊技場業の事業譲渡による影響などにより計画未達となりました。しかしながら、

営業利益、経常利益および当期純利益につきましては、売上高の減少や燃料単価をはじめとする資

材価格の高騰などによる影響があったものの、一般旅客自動車運送事業における乗合業のほか、自

動車販売事業などが堅調に推移したことにより、各計画数値を上回りました。 
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２．中期経営計画の基本方針 

当社グループを取り巻く事業環境は、政府や日銀による経済・金融政策などにより、円安や株高が

進行し、個人消費や企業収益が改善に向かっているほか、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピッ

ク開催に向けた経済波及効果が期待されております。また、人口減少や高齢化が進展するものの、

女性の社会進出、訪日外国人の増加、さらなるＩＴ化の進展などの事業機会が予想されております。 

このような中で、当社グループにおいては、比較的恵まれた事業環境であろう２０２０年度までに事

業基盤を確固たるものとし、成長の種を蒔き育てることが求められております。 

新たにスタートする 「神奈中グループ中期経営計画 （２０１５年度～２０１７年度）」 では、以下の

基本方針に基づき、２０２１年の当社創立１００周年に向けて、今後も地域に根ざした企業グループで

あり続け、さらなる事業拡大のために 「変革」 を遂げることを目指してまいります。 

 

［基本方針］ 

（１）当社グループ経営理念である 「お客さまの 『かけがえのない時間 （とき）』 と 『ゆたかなくらし』 

の実現」 に向けて、グループ各社が一体となって、お客さまの視点を常に意識した施策を積極

的に実施します。 

（２）当社創立１００周年 （２０２１年） に向けて事業基盤を強化すべく、今回の中期経営計画 （２０１５

年度～２０１７年度） および次期の中期経営計画 （２０１８年度～２０２０年度） の６年間で成長す

るための施策を実施します。 

（３）事業環境の変化や既存事業の将来性を勘案し、各事業の方向性を見定め、拡大すべき事業へ

の積極投資やグループ事業の再編を進めることにより、経営資源の有効活用を図ります。 

 

 

３．各事業の具体的施策 

（１）一般旅客自動車運送事業 

① お客さまへの利便性向上などによる快適な移動の提供 

・ 新たな商業施設や住宅地の開発などによる需要に対応した増便や新規路線の開設を行うととも

に、ＯＤ （Origin - Destination） データを活用した既存路線の再編成により、利便性の向上を

図ります。 

・ 大量輸送のニーズがある路線には連節バスを、道路狭隘地域には中・小型バスを導入するなど

地域の特性に合った、きめ細やかなサービスを提供します。 

・ お客さまのスムーズな乗降を実現するために、関係自治体との協力のもと、 「中乗り・前降り」 

方式のエリア拡大を進めるとともに、大型バス車両の代替を全てノンステップバスにすることにより、

バリアフリー化を推進します。 

・ 乗用業においては、ＩＶＲ （Interactive Voice Response） などのオペレーターを介さない配車方

法を導入し、利便性の向上を図ります。 

・ 運輸安全マネジメントのより一層の推進により、輸送の安全性を向上させます。 

  

新たな商業施設や住宅地の開発などによるお客さまの需要の変化に対応した増便や新規路線の

開設を行うとともに、ＯＤ（Origin - Destination）データを活用した既存路線の再編成によ

り、利便性の向上を図るります。 

 関係自治体との協力のもと、「中乗り・前降り」方式の導入によりお客さまのスムーズな乗降

を実現するとともに、大型バス車両の代替を全てノンステップバスにすることにより、バリア

フリー化を推進するします。 

 

人口減少や高齢化の進展に伴い既存のバス輸送形態の維持が困難となる中で、交通政策基本法

を踏まえ、市町村などと更なる連携を図るとともにし、バスやタクシー、デマンド交通などの

当社グループの多様な輸送サービスを組み合わせ、地域の需要に即した交通ネットワークの構

築に向けた取組みを推進するします。 

 

○乗用業においては、ＩＶＲ（音声自動配車システム）などのオペレーターを介さない配車方

法を導入し、利便性向上を図る。 

○乗用業においては、高齢者や子育て世代の多様化するニーズに対応するため、時間制運賃を

活用したサポートタクシーなどの新たなサービスを開始する。 

 



- 3 - 

 

② 地域需要に即した交通ネットワークの構築 

・ 人口減少や高齢化の進展に伴い既存のバス輸送形態の維持が困難となる中で、交通政策基本

法を踏まえ、市町村などとさらなる連携を図るとともに、バスやタクシー、デマンド交通などの当社

グループの多様な輸送サービスを組み合わせ、地域の需要に即した交通ネットワークの構築に

向けた取り組みを推進します。 

 

③ 事業環境に対応した新規顧客の開拓および効率的な運営体制の構築 

・ 乗合業においては、圏央道や首都圏における高速道路網の整備に伴い、都市間・中距離高速

バスの新規路線を開設します。 

・ 乗用業においては、高齢者や子育て世代の多様化するニーズに対応するため、時間制運賃を

活用した 「さぽーとタクシー」 などの新たなサービスを開始します。 

・ 貸切業においては、近年増加が著しいインバウンドや２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック

開催などの需要を見込み、段階的に増車を図ります。 

・ 当社および神奈交バス５社で運営している乗合業について、各エリアの特性に応じた３社体制に

再編し、運行の最適化と運営の効率化を実現します。 

 

（２）不動産事業 

・ 戸塚駅東口に新たに賃貸物件を建設するほか、乗合業における車庫用地についても営業所の

建替え時期などにあわせて社有地の高度利用を図ります。 

・ 主に都心部における収益性の高い賃貸物件の取得を進めます。 

・ 環境意識の高まりやエネルギー情勢を踏まえ、岩手県に保有する社有地２ヶ所を活用し、太陽

光発電事業に参入します。 

・ 事業規模の拡大を図るため、新規戸建分譲やマンション共同事業を進めます。 

 

（３）自動車販売事業 

・ 商用車販売においては、整備工場の建替えにより規模拡大を図るとともに、支店を移転・拡大す

ることにより販売ネットワークの最適化を推進します。 

・ 輸入車販売においては、販売店舗の新設を進めることにより潜在需要の掘り起こしを図ります。 

  
○レジャー・スポーツ業においては、スイミングスクールの新店舗開設により新規顧客の獲得を

図るとともに、各自治体からの介護予防業務の指定管理を拡大すべく積極的な営業活動を行

う。 

○飲食・娯楽業においては、喫茶業の新規出店を進めるとともに、既存店舗のリニューアルを行

う。 

 

○戸塚駅東口５街区用地に、新たに賃貸物件（ビジネスホテル）を建設し、一括賃貸する。 

○平塚整備工場移転後の八幡操車所用地について、高い収益性が見込める賃貸物件を建設し、

社有地の高度利用を図る。 

○主に都心部における収益性の高い賃貸物件を新たに取得する。 

 
環境意識の高まりやエネルギー情勢を踏まえ、岩手県に保有する社有地２ヶ所を活用し、太陽

光発電事業に参入するします。 

 

分譲業については、横浜市内などで事業規模の拡大を図るため、新規戸建分譲を実施する。ま

た、戸塚駅東口６街区のやマンション共同事業に参画するします。 

 

商用車販売においては、戸塚支店整備工場の建替えにより規模拡大を図るとともに、湘南支店

を移転させることにより販売ネットワークの最適化を推進するします。 

 

輸入車販売においては、新車・中古車センター販売店舗の新設を進めることにより潜在需要の

掘り起こしを図るります。 

 

○戸塚駅東口５街区用地に、新たに賃貸物件（ビジネスホテル）を建設し、一括賃貸する。 

○平塚整備工場移転後の八幡操車所用地について、高い収益性が見込める賃貸物件を建設し、

社有地の高度利用を図る。 

○主に都心部における収益性の高い賃貸物件を新たに取得する。 

 

○戸塚駅東口５街区用地に、新たに賃貸物件（ビジネスホテル）を建設し、一括賃貸する。 

○平塚整備工場移転後の八幡操車所用地について、高い収益性が見込める賃貸物件を建設し、

社有地の高度利用を図る。 

○主に都心部における収益性の高い賃貸物件を新たに取得する。 
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（４）その他の事業 

・ レジャー・スポーツ業においては、スイミングスクールの新店舗開設により新規顧客の獲得を図る

とともに、各自治体からの介護予防業務の指定管理を拡大すべく積極的な営業活動を行います。 

・ 飲食・娯楽業においては、喫茶業の新規出店を進めるとともに、既存店舗のリニューアルを行い

ます。 

・ 自動車整備業においては、整備工場の移設にあわせ、当社グループバスの点検整備業務を集

約し効率化を図ります。 

・ 総合ビルメンテナンス業においては、多様な受託物件のノウハウを活かした営業活動により新規

受注を拡大します。また、既存のお客さまには省エネ設備などの提案を強化します。 

・ 資源活生業においては、海老名事業所の建替えにより規模を拡大し、新規顧客の獲得を図りま

す。 

・ 広告業においては、当社で導入したデジタルサイネージについて他のバス事業者へ拡大を進

めます。 

・ 商用車架装業においては、工場の移転・規模拡大により、業務の最適化および業容の拡大を図

ります。 

 

 

４．連結経営数値目標 

  （単位：百万円） 

 

前中期経営計画 本中期経営計画 

２０１２年度 

（実績） 

２０１３年度 

（実績） 

２０１４年度 

（実績） 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

売上高 110,920 110,237 108,619 110,800 113,800 116,300 

営業利益 6,168 6,085 6,593 6,040 6,360 6,700 

経常利益 5,658 5,672 6,386 5,570 5,850 6,070 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
3,798 3,497 3,723 3,350 3,480 3,490 

 

設備投資 5,902 7,024 5,908 11,310 13,250 12,490 

減価償却費 6,055 5,617 5,599 5,700 6,450 6,880 

ＥＢＩＴＤＡ 12,224 11,703 12,192 11,740 12,810 13,580 

有利子負債 57,270 54,843 50,378 58,230 61,760 62,030 

  

総合ビルメンテナンス業においては、強みである受託物件の多様性を活かした営業活動により新

規受注を拡大する。また、既存のお客様には省エネ設備などの提案を強化するします。 

 

資源活生業においては、海老名事業所の建替えにより規模拡大を図り、小田急沿線駅廃棄物の新

規獲得を行ういます。 

 

広告業においては、当社で導入したデジタルサイネージの導入をについて横浜市交通局など他のバ

ス事業者へ拡大を進めるします。 

【記載していない項目】 

○レジャー・スポーツ業・・各自治体からの介護予防業務の指定管理を拡大すべく積極的な営業活

動を行う。 

○総合ビルメンテナンス業・・既存のお客様には省エネ設備などの提案を強化する。 

○自動車整備業・・本藤沢用地への整備工場移設にあわせ、当社グループバスの点検整備業務を

集約し効率化を図る。 

○商用車架装業・・工場の移転・規模拡大により、業務の最適化および業容の拡大を図る。 

○流通業・・将来の燃料電池自動車の普及を見込み、水素ステーション事業への参入を検討す

る。 

総合ビルメンテナンス業においては、強みである受託物件の多様性を活かした営業活動により新

規受注を拡大する。また、既存のお客様には省エネ設備などの提案を強化するします。 
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（セグメント情報） 

売上高                                           （単位：百万円） 

 

前中期経営計画 本中期経営計画 

２０１２年度 

（実績） 

２０１３年度 

（実績） 

２０１４年度 

（実績） 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

  一般旅客自動車運送事業 58,255 58,642 58,643 59,610 60,670 61,270 

  不動産事業 4,658 4,823 4,780 5,540 6,380 7,110 

  自動車販売事業 21,355 25,412 25,636 28,280 29,550 30,110 

  その他の事業 37,604 32,760 30,408 29,510 29,850 30,450 

  消   去 ▲ 10,953 ▲ 11,401 ▲ 10,850 ▲ 12,140 ▲ 12,650 ▲ 12,640 

  全事業合計 110,920 110,237 108,619 110,800 113,800 116,300 

 

営業利益                                       （単位：百万円） 

 

前中期経営計画 本中期経営計画 

２０１２年度 

（実績） 

２０１３年度 

（実績） 

２０１４年度 

（実績） 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

  一般旅客自動車運送事業 2,344 2,152 2,397 2,030 2,400 2,490 

  不動産事業 2,020 2,129 2,314 2,200 2,180 2,220 

  自動車販売事業 461 560 618 560 600 650 

  その他の事業 1,499 1,368 1,330 1,320 1,260 1,400 

  消   去 ▲ 157 ▲ 125 ▲ 66 ▲ 70 ▲ 80 ▲ 60 

  全事業合計 6,168 6,085 6,593 6,040 6,360 6,700 

    

設備投資                                       （単位：百万円） 

 

前中期経営計画 本中期経営計画 

２０１２年度 

（実績） 

２０１３年度 

（実績） 

２０１４年度 

（実績） 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

  一般旅客自動車運送事業 3,607 5,460 5,008 7,810 6,660 6,750 

  不動産事業 1,502 277 302 1,730 4,290 1,830 

  自動車販売事業 377 955 225 910 690 1,230 

  その他の事業 562 485 469 990 1,730 2,790 

  消   去 ▲148 ▲154 ▲96 ▲130 ▲ 120 ▲ 110 

  全事業合計 5,902 7,024 5,908 11,310 13,250 12,490 

投資額合計 18,835 37,050 
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５．目標とする連結経営指標 

当社グループは、経営理念の実現と持続的な企業価値の向上を図るため、以下の経営指標を重

視し、その達成に努めてまいります。 

 

経営指標 目 標 

売上高営業利益率 ６．０％以上 

ＲＯＥ ８．０％以上 

有利子負債/ＥＢＩＴＤＡ倍率 ５．０倍以下 

 

 

以 上 


